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令和７年度 第３回 犬山市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

日 時 令和7年10月16日（木）午後2時～3時20分 

場 所 犬山市役所 2階203会議室 

出席者 𠮷原委員、深堀委員、溝口委員、河村委員 

榊原委員、杉浦委員、原委員、 

増田委員、光清委員、諏訪委員、岡村委員、 

                                      （欠席者）澤田委員、田中委員 

事務局 前田健康福祉部長、舟橋保険年金課長、 

梅田保険年金課課長補佐、 

保浦保険年金課統括主査、 

河合保険年金課職員 

◆議事 

会長 
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 それでは、会議に入らせていただきます。終了時刻は、３時半を予定してお

りますので、ご協力をよろしくお願いいたします。本日は、澤田委員、田中委

員から欠席のご連絡をいただいております。本日は委員１１人が出席してお

り、協議会規則第５条の会議の成立要件を満たしておりますので、直ちに協議

会を開催いたします。また、議事に入る前に本日の議事録署名人を私の方から

指名させていただきます。被保険者代表の溝口委員さん、保険医・薬剤師代表

の杉浦委員さんのお二人にお願いします。 

それでは議題に入りたいと思います。議題１、平成３０年度国制度改革後の

国保税率改定の推移と検証について、事務局から説明をお願いします。 

 

それでは、説明させていただきます。資料１をご用意ください。 

今後、主に次回、第４回で、税率改定についてご協議いただくことになりま

すが、その前に、国保制度の国の改革の概要や目指すところ、犬山市のこれま

での税率改定の状況について、第１回、第２回の会議でも少し触れてきていま

したが、ここで改めてご説明させていただきたいと思います。 

資料にある表は、犬山市の状況の表になりますが、これについては後ほどご

説明します。その下の「国の制度改革の背景」からご説明いたします。少し聞

きなれない用語もあると思いますので、大まかにでも把握していただければよ

いかと思います。 

では、まず、平成３０年度に国により国保制度の改革がありましたが、その

改革の背景についてです。 

背景の一つ目ですが、改革前は市町村ごとに財政運営をしていました。犬山

市の国保加入者にかかった医療費の財源としては、国や県などが負担する分も

ありますが、基本的には犬山市の加入者が納めた保険税で運営していました。

それにより、犬山市の医療費の変動が、直接、犬山市の保険税の変動につなが

っていました。予期していない医療費、例えば高額な医療費の発生した場合

に、財政運営や保険税の設定に大きく影響するという状況でした。 

また背景の二つ目としては、国民健康保険制度の構造的な課題を２点挙げて

います。１つ目の課題は、「加入者の年齢構成が高く、医療費水準が高い」と

いうことです。医療費の増大は医療保険制度全体の課題ではありますが、特に

国保では、加入している方の年齢が高いですので、病気になる機会も多く、医
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療費がたくさんかかるということです。「医療費がたくさんかかる」というこ

とを「医療費水準が高い」と言います。２つ目の課題として、「所得水準が低

く、保険税の負担が重い」ということです。国保は、自営業の方もいらっしゃ

いますが、会社を退職した人が多いので、他の保険に比べて所得の低い方が多

いです。そのため、所得に対する保険税の割合が高い。つまり、保険税の負担

が重い、ということです。 

また、加入者数が少ない小規模な保険者、加入者が数千人以下の自治体が多

く、特にそのような小規模な保険者においては、先ほどご説明したように、高

額な医療費が発生した場合には、財政運営に大きな影響があり、赤字となる保

険者も多くありました。このような背景がありまして、平成３０年度に国によ

って国保制度の改革がされました。 

次に、制度改革の概要についてです。 

改革の内容で一番大きなこととしては、財政運営について、それまでは市町

村単位でしたが、都道府県単位となったということです。例えば愛知県であれ

ば、愛知県内の全ての国保の人の医療費を、愛知県の全ての市町村で支え合う

仕組みとなりました。方法としては、市町村は、都道府県が市町村ごとに金額

を決めた納付金を支払い、各市町村の保険給付に必要な費用は全額、都道府県

から交付されることになりました。これにより、市町村の財政は従来と比べて

安定が図られることとなりました。 

また、将来的に保険税負担の平準化を進めるということですが、例えば、犬

山市内の病院に犬山市の国保の人だけでなく、他市の国保の人が受診すること

があります。逆に犬山市の国保の人が他市の病院にかかることもあります。こ

のように、いろいろな市の人が病院で同じ医療を受けた時、窓口負担は３割で

同じですが、保険税が市町村によって違うのは公平でないということで、将来

的には「愛知県内のどこに住んでいても、所得水準が同じで、世帯構成が同じ

であれば、同じ保険税負担とする」ということを将来的に進めるということで

す。そのために、まずはその前段階として、都道府県は、市町村ごとの「標準

保険税率」を計算して公表することとしました。「標準保険税率」とは、その

市町村の保険税率の標準的な水準、本来あるべき水準を表すもので、各市町村

はその標準保険税率を目指して、または標準保険税率を参考にして税率を決め

る、というものです。 

また、市町村の法定外繰入の解消を推し進めるということについてですが、

市町村が行っている法定外繰入、これは前回の決算で説明しました一般会計か

ら国保特別会計への繰入のうち、保険税負担抑制のための繰入のことですが、

これは国で認められていません。しかしながら、裕福な市町村では、一般会計

から国保特別会計へ多額を繰り入れるという法定外繰入を行い、保険税を低く

抑えていました。一方で、裕福でない市町村は、法定外繰入ができないので、

保険税が高い、という状況にありました。法定外繰入があると、いつまでも保

険税負担の平準化ができないので、将来的に保険税負担の平準化をしていくに

は、法定外繰入の解消が必須となってきます。 

次に、「保険税水準の統一」についてです。 

保険税水準の統一は、国が方針を示しているもので、この方針に沿って愛知

県でも統一の計画を進めているところです。都道府県は、各市町村の納付金の

金額の決定にあたって、各市町村の「被保険者数（加入者数）」「医療費水

準」「所得水準」により市町村ごとの納付金の金額を決定します。被保険者数
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が多かったり、病院にかかる人が多く医療費水準が高かったり、被保険者の所

得水準が高いと、納付金は高くなります。その逆に、加入者が少ない、医療費

水準が低い、所得が低いという市町村は納付金が下がります。なお、納付金が

高くなると保険税が高くなり、納付金が低くなると保険税は低くなります。 

保険税水準の統一の定義ですが、次の２つがあります。まず、「納付金ベー

スの統一」は、各市町村の納付金に医療費水準を反映させないというもので

す。「市町村の納付金に医療費水準を反映させない」ということは、医療費の

変動をより平準化して各市町村の納付金に反映することになりますので、市町

村は保険税の変動をより小さくでき、より安定的に財政運営ができることにな

ります。「完全統一」は、同じ県のどこに住んでいても、同じ所得水準、同じ

世帯構成であれば同じ保険税負担とするというものです。今は市町村ごとに保

険税率を設定していますが、県で一つの保険税率となります。 

保険税水準の統一は２段階で進めていて、将来的には「完全統一」を目指し

ますが、国の方針としては、まずは、令和６年度から１１年度に納付金ベース

の統一を進めるということです。愛知県では、この方針に沿って、医療費水準

を反映させる割合を令和１１年度に向けて徐々に減らしているところです。ま

た、愛知県では、１１年度までに法定外繰入の解消を目指すこととしていま

す。 

「犬山市の状況」についてです。 

改革前、犬山市は高齢者の割合が県内でも有数に高かったことから、前期高

齢者交付金というものが多くもらえていましたので、保険税負担は低く抑えら

れていました。前期高齢者交付金とは、６５歳以上７５歳未満の方を前期高齢

者といいますが、高齢者が多いと医療費が多くなることから、保険者の間で、

前期高齢者の加入割合によって、加入割合の高い保険者には交付金が交付され

るというものです。犬山市は、高齢者の割合が多かったので、この前期高齢者

交付金が多くもらえていました。改革後は、前期高齢者交付金が市へ直接交付

されなくなり、県にまとめて交付されることになりましたので、前期高齢者交

付金の恩恵を受けることがなくなり、犬山市の保険税負担が大幅に上げる必要

が生じました。 

平成３０年度の改革当初は、標準保険税率に追いつくためには３０％を超え

る増税の必要がありましたが、一度に３０％増税するわけにはいかないので、

基金を投入して負担増をなだらかにしながら、段階的に増税を進めてきまし

た。 

以上のような状況の中で、表にあるように犬山市は税率改定をしてきまし

た。表について説明させていただきます。 

まず、「税率改定」欄をご覧ください。制度が開始した平成３０年度は６．

５％増、以降、１年置きに増税し、令和４年度、令和５年度は２年連続で９．

５％ずつ増税しました。令和６年度は６％に抑えています。「①決算値による

課税必要額」について、本当はいくら課税する必要があったか、いくら課税す

れば基金を使わずに保険税だけで賄えたか、という額になります。被保険者数

が減っているので、金額は年々減っています。「②年度末課税総額」について

は、実際にいくら課税したのかという額になります。年々増税してしています

が、被保険者数が減っているので、毎年の課税総額としてはほぼ変わっていま

せん。③は、 ①の課税必要額から②の実際の課税額を引いたものですが、

年々、差は縮まってきています。「④年度末被保険者数」は、これまでにもご
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説明したように、年々減っています。「⑤一人当たり保険税負担」「⑥一人当

たり増加率」「⑦累積増加率」は一番注目されるところかと思いいます。平成

２９年度と比べると、４８％増えています。「⑧国保事業費納付金額」「⑨ 

⑧の増加率」は、加入者数の減少により、納付金の総額は減少傾向です。「⑩

一人当たり納付金額」は、医療費の増加により、年々増加しています。「⑫単

年度収支」は、決算額から基金や繰越金を除いた純粋な収支で、前回の決算で

も報告しましたが、最初は２億円以上の赤字でしたが、令和６年度は約５００

万円の赤字に減少しました。「⑬基金からの実質補填額」は、毎年度、基金を

多めに取り崩して、翌年度に積み戻しますので、取崩額と積戻額の差が実際に

基金から補填した額となりますが、増税の成果により年々減少しています。  

以上が犬山市の状況です。 

 

それでは、今の説明に対して何かご質問はありませんか。 

 

表の下のところの説明で、「将来的」という言葉が結構出てきていますが、

いつぐらいを想定してていますか。 

 

将来的に保険税の完全統一を目指すとご説明しましたが、国は、令和１５年

度の完全統一を目指し、遅くても令和１７年度までに統一するという方針を示

しています。愛知県の方針としては、まず令和１１年度までに納付金ベースの

統一を行い、完全統一については、令和１１年度までに一定の結論を出すとし

ています。 

  

２点ほど質問します。 

まず被保険者数の減少についてですが、平成３０年度は１万５，０００人ぐ

らいだったのが、今は１万人ぐらいに減っています。犬山市は高齢化率が高

く、どんどん高齢者が増えている中で、７５歳からは後期高齢者医療の方に移

行していきますが、国保の加入者の多くの方は高齢者の方か自営業の方になっ

てくると思います。そういった中で、どの層が減ってきているのかということ

をお伺いしたいです。 

それから、将来的に保険税水準が統一されるということですが、周りから聞

く話では、犬山市の保険税は高いとよく聞きます。県で保険税が統一された

ら、犬山市の今の保険税よりも下がる予定なのか、その辺の目安というか、ど

うなのかなというのをお伺いしたいです。 

 

まず１点目のご質問の、どの層が減ったのかということですが、今までも何

回かお話をしてきていますが、つい昨年度まで、高齢者の中でも団塊の世代が

全て後期高齢者医療に移行されて国保から抜けられたということがあります。

それから、若い世代の方、３０代から５０代あたりの方も、社会保険の適用拡

大により、パートで働いてみえる方が社会保険に移行されたということで、そ

の辺りの層は薄くなったというのはあります。変わらないのは、退職された６

０歳代から７４歳までの方はそこまで変わらないかなと思いますが、若い世代

の方とあと後期高齢に移行された方の部分が抜けていっています。 

２点目の、周囲と比べて犬山市の保険税率はどうなのかというご質問です

が、実は、以前は、犬山市の保険税率は非常に低くて、県下で最も低い水準で
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した。ただ、平成３０年度の改革により増税しないといけないことになりまし

て、最初のうちは、少し上げて、１回据え置いて様子を見て、また次の年に少

し上げてと１年ごとに増税していました。表の税率改正のところを見ていただ

きますと、令和４年、５年で９．５％ずつ連続で上げてるところがございま

す。最初は１０億円ぐらいの基金があり、基金を入れることによって保険税を

抑えてきていましたが、基金残高がいよいよ２億円ぐらいまでになり、増税を

しないとやっていけないということで、２年連続で上げさせていただきまし

た。そういったこともありまして、今現在、犬山市の保険税率は県下では真ん

中ぐらいとなっています。 

 

愛知県内の市だけの順位になりますが、県内には３８市があり、犬山市は１

９番目ですから、本当に真ん中です。ただ、順位は毎年変動が大きく、例え

ば、３年に１回や２年に１回しか増税しない市があるため、他市が増税しない

年度になると、急に犬山市の順位が９番目になったこともありますが、現在は

真ん中くらいです。 

保険税水準を統一したら犬山市はどうなるのかということですが、先ほど、

犬山市の医療費水準は高いと申し上げましたが、県単位の制度になってから

は、年齢階層ごとで医療費を比較するようになりました。その結果、犬山市の

医療費は、高齢者が多いため総額では多いものの、年齢階層別に見ると県内平

均とほぼ同程度ですのでに、先ほどの説明で、まず医療費水準を加味しなくな

るのが１回目の統一ということになりますが、これに関してはほぼ影響はない

だろうと思います。ただ、１人あたり医療費はどうしても年３％ぐらいは上が

りますし、先ほどの話で後期高齢の方は増えるし、介護保険も恐らく使ってい

くことになりますので、それらに対する仕送り部分が増えていきますから、保

険税率が追いついたと思っても自然に増えていく部分があると思います。本当

に完全統一されたら、ということですが、先ほどの医療費水準の平準化が行わ

れたら、次のステップとして所得水準の平準化が進められることになります。

犬山市は愛知県内で見ると所得水準が低い地域の一つです。高齢者の年金収入

が中心であり、三河地域で牧場経営や水産業で収益を上げている市町村の加入

者と比べると、犬山市は所得が極めて低いので、平準化したら得をするのでは

ないか、今より保険税は安くなるのではないかと、現段階では推測していま

す。 

 

ありがとうございます。他にはどうでしょうか。 

私からも質問させていただきます。完全統一というのはなかなか難しいので

はないかと思っていますが、今の愛知県の中ではどのようになっているのでし

ょうか。特に、保険税のシステム自体、市町村によって違うところがあるよう

ですが、完全統一に向けた県の現状でどのような意見が出ているのか、どうい

った状況なのかを教えていただきたいです。 

 

完全統一といいますと、すべてのやり方を同じにするという形になります。

ただ、先ほど会長が市町村によって違うと言われたのは、保険税の計算におい

て、犬山市は「所得割」「均等割」「平等割」の３つを採用しています。「所

得割」は、所得に応じて課税されるものです。「均等割」は、その世帯の人数

に応じて、一人あたりにかかってくるもの、「平等割」は、世帯単位でかかる
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もので、３方式と言い、この３つを合わせた合計金額が犬山市の保険税となり

ますが、中には２方式、名古屋市などですが、所得割、均等割だけのところも

あります。このように、そもそも各自治体で課税の仕組みが異なっているとこ

ろを、一気に全部同じにするのはなかなか難しいところです。それから、現

在、完全統一を行っている都道府県もいくつか存在しまして、大阪府や北海

道、奈良県など、確か３、４か所の都道府県があります。しかし、奈良県知事

がおっしゃっていたかと思いますが、完全統一はしたものの、市町村ごとの事

情が異なるため、やはりやれないということで離脱をする市町村が出てきてし

まうという問題があるそうです。そのため、離脱する市町村が出てこないよう

に、国が助ける仕組みを作ってほしいという要望が知事会から国に出されてい

る状況です。このように、完全統一を既に進めている都道府県がある一方で、

課題や問題が明らかになっている部分があります。愛知県がどこまで市町村を

まとめあげてリーダーシップを発揮し、完全統一までいくかというところは、

非常に時間がかかるのではと感じています。先ほど「令和１７年度」といった

話も出ていましたが、その時期までに統一を目指すのは難しいのではないかと

感じています。次の愛知県の運営方針では、完全統一に向けた動きがさらに示

されるのではないかと思いますが、現状を見た限りでは、まだその段階に至っ

ていないのではないかと思います。 

 

ありがとうございました。この表を見ますと、本当に平成３０年度からどん

どん税率を上げてきたことが分かります。⑦を見ますと平成２９年度から４

８．５％増ということで、非常に大きく引き上げられているというふうに思い

ます。また、愛知県内の他の市町村も結構税率を上げざるを得ない状況にある

のではないかと思います。参考にしていただければと思います。  

他に質問はございますでしょうか。 

 

先ほどの話だと奈良県で離脱する市町村があるという話でしたが、その理由

は分かっているのでしょうか。どちらかというと体力のないところが離脱した

いということですか。 

 

そうですね。完全統一だと、当然一つの保険税率になりますが、その税率ま

で行けない、その税率をキープできないという状態だと思います。完全統一に

なると、全部数字が決められてしまうので、市町村の事情によって、例えば

「所得割は少し抑えて均等割を上げよう」といった微調整ができなくなります

ので、市町村によっては苦しいという状況になるかと思います。 

 

その場合だと一般会計からの繰入金も入れられないのですか。 

 

完全統一だと繰入金も入れられないです。 

 

それまでに基金があれば取り崩すこともできないのですか。 

 

完全統一までは基金を取り崩すこともできますが、完全統一されるとできな

くなります。 
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完全統一になるとそういったものはできなくなるのですね。社保からの交付

金もなくなるのですか。 

 

先ほどの説明で話がありましたように、市が独自で運営していた時は、犬山

市は高齢者が多いため、社保から前期高齢者交付金がたくさんもらえていまし

た。保険税は２０億円ぐらいしか集めていないのに、前期高齢者交付金が２５

億円ぐらいありました。でも、前期高齢者交付金は、今は愛知県にまとめて交

付されていて、それを全部引いた残りを市町村に割り振っているので、犬山市

としては旨味がなくなったと言えます。当時はちょうど団塊の世代が前期高齢

者としていてくださったので、たくさんもらえていたということもあります。

今は皆さん後期高齢者医療に移ってしまったので、もしも今まだ市で財政運営

をやっていたとして、犬山市がうまくいってたかは微妙だなと思います。それ

から、収納率が大きな問題です。税率が一律ということは、例えば、県が税額

を１，０００円、収納率を９０％に設定して、９００円を県へ納めてください

となったら、収納率が１００％だったら問題ないですが、収納率８０％の市は

８００円しか収入がないので、あと１００円はどうするかという話です。先ほ

どの話で一般会計からは繰り入れられないですし、基金を崩すにしても、その

ように財政が厳しいところは基金もそれほどないと思います。 

 

他に質問はございますか。では他に質問もないようですので、議題１を終わ

りたいと思います。 

それでは続きまして、議題２、令和８年度以降の新しいシミュレーションの

提示について、事務局からお願いします。 

 

前回、昨年度までの協議を踏まえての税率改定のシミュレーションを説明さ

せていただきました。令和８年度以降、基金と一般財源を投入しながら、６．

３％ずつ増税し、令和１１年度には基金と一般財源の投入をやめて保険税のみ

で賄うというシミュレーションをお示ししました。その時のご意見として、物

価も高騰する中で、６％増税以外の方法はないのかというご意見をいただきま

したので、今回、再度シミュレーションをさせていただきました。その結果は

資料３になりますが、まず、資料２でシミュレーションに必要な令和８年度に

課税するべき額の計算方法についてご説明し、その後で資料３でこの金額をも

とにしたシミュレーションの説明をさせていただきます。 

では、資料２をご覧ください。課税必要額を計算する表です。犬山市が、県

に納付金を払って、さらに、国保事業を運営していくために、いくら課税する

必要があるかを計算する表になります。上から順に説明させていただきます。 

まず、「①納付金額（仮算定）」とありますが、今回は、令和７年度の納付金

の確定額である令和７年度本算定額を記載してあります。この欄は、今後、１

１月２０日ごろに県から令和８年度納付金の仮算定額が発表されますので、次

回の第４回にはその金額が入ることになりますが、現時点では、令和７年度の

本算定額を入れています。なお、子ども子育て支援金分は、現時点で国の資料

で分かる数字から計算した概算の金額です。納付金額は、合計欄を見ていただ

きますと、１７億３，６９１万４，２２２円です。 

この納付金に、犬山市として国保の運営をするために必要な経費を加算して

いきます。出産育児一時金など、任意給付と呼ばれるものや、特定健診など保
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健事業の経費です。これらの金額は確定というわけではありませんが、現時点

での来年度の予算案の額を記載させていただいております。「Ａ 加算するも

のの合計」欄を見ていただきますと、加算するものは約８，６００万円となり

ます。次に、その下、逆に市にお金が入ってくるものです。これは課税必要額

の計算からは引き算します。国が認めている一般会計からの繰入金や県からの

交付金などです。「Ｂ 減額するものの合計」は、約３億４，９００万円にな

ります。そして、納付金①にＡとＢを加減算しまして、⑭保険税収納必要額が

約１４億７，４００万円になります。この１４億７千万円は収入として必要な

額になります。収納率が１００％でしたらこのままでいいですが、収納率１０

０％というわけにはいかないので、収納できない分を見込みまして課税する額

を決めていきます。予定収納率を９４.５％と想定して、９４．５％で割り戻し

ますと、約１５億６，０００万を課税する必要があります。さらに、そこから

低所得世帯の保険税軽減分、子ども均等割に対する保険税軽減分を引きます。

これらは保険税としては軽減されまして、一般会計から繰り入れられますの

で、保険税としては課税しなくてよいということで、引き算します。そして、

⑱実際に課税するべき総額が約１３億５，６００万円となります。 

最初に申し上げたとおり、今回は、①の納付金額に令和７年度本算定額を入

れています。第４回は別の金額が入りますので、⑱の金額も変わってきます

が、現時点では、この金額を使って、次の税率改定のシミュレーションをして

いきます。 

では続いて、資料３、再考した税率改定シミュレーションについてご説明い

たします。 

前回は、毎年６．３％ずつ増税するシミュレーションでしたが、結果から申

しますと、令和８年度については、子ども子育て支援金のみ、これは令和８年

度から新しく始まりますので、この分は増税、２％の増税になりますが、従来

からの部分は据え置き、令和９年度以降は前回と同じように６．３％ずつ上が

る、というシミュレーションとしています。繰り返しになりますが、このシミ

ュレーションは、納付金が資料２のようになった場合ということで、納付金が

大きく異なってくれば、シミュレーションも違ったものになります。 

資料２で計算した実際に課税するべき総額、約１３憶５，６００万円は、資

料３では令和８年度の③に記載しています。前回お示ししたシミュレーション

と比べまして、前回は１４億４千万円でしたが、先ほど資料２で説明しまし

た、国保事業運営に必要な経費、市国保財政に収入されるものを精査しまし

て、今回の課税必要額は１３憶５，６００万円となりました。⑥の各年度の課

税総額の欄について、令和８年度は、まず、子ども子育て分以外である従来の

部分ですが、税率を据え置くこととすると、１３憶２，３００万円が課税総額

となります。これは、前回説明した令和７年度の課税総額から７５歳になる人

の分を除いた額です。令和７年度と同じ加入者、同じ所得として、ただ７５歳

になる人の分を除いたものです。そこに、子ども子育て支援金分と課税すべき

額２，７００万円を足すと、課税総額は１３憶５千万円となり、⑧欄を見てい

ただきますと、子ども子育て分だけ増税することになります。このシミュレー

ションでは２％の増税となります。令和９年度以降は前回と同じ６．３％ず

つ、令和１１年度は６．４％ですが、基本的に６．３％ずつ増税して、令和１

１年度には基金の補填なく保険税だけで賄うというシミュレーションです。な

お、⑩税収の不足額は、令和１０年度までの合計で３，０００万円となり、こ
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れを基金で補うシミュレーションです。 

繰り返しになりますが、今回のシミュレーションは令和７年度の納付金額を

使っていますので、今後、納付金額が変われば、このシミュレーションも変わ

りますが、現時点での新しいシミュレーションとしてご説明させていただきま

した。 

 

今の説明の補足というか、資料に間に合ってない部分で、方向性について説

明させていただきます。 

今、担当から、予算の積み上げは、脂身をそぎ落とし、前回からぎゅっと絞

って過不足のない見極めをしたというお話をさせていただきました。資料３の

シミュレーション中の⑧増税率を参照いただくと、何度も申し上げた通り、繰

り返しになりますが、令和８年度は、国保に限らず、どの保険の方も子ども子

育て支援金をお納めいただくことになりますので、これによる負担増というの

は避けられないですが、従来分は据え置きをさせていただきますというご説明

をさせていただきました。ただ、その一方で、令和９年度以降は何も変わって

いないという話になろうかと思います。１回だけ据え置いて、あとは６％ずつ

上げているということになってます。 

次に、同じ資料３で国保事業基金補てん額の欄があります。令和１０年度ま

で３年間で３，０００万円を使うという形になってます。先ほどＢ委員のご質

疑等々もありましたし、課長が申し上げたように、一時は１０億円を超えるよ

うな基金があって２億円まで減ったというご説明があったかと思いますが、今

現在、基金は４億１，０００万ぐらいあります。これまで、皆さんにご負担い

ただいた、苦渋の決断だったと思うんですが増税を続けてきたという部分もあ

りまして、収支の改善という部分もあります。 

それらのことを踏まえますと、被保険者の方の負担軽減というところと、基

金活用、要は４億１，０００万円あるが３，０００万円しか使っていない、そ

ういうところもありまして、今日は間に合っていないんですが、事務局の中で

シミュレーションを再検討させていただいているところです。、 

令和１２年度以降、完全統一がいつになるか分かりませんが、そうなれば、

Ｂ委員がかなり鋭いご指摘をされましたけれども、私も保険税は恐らく安くな

るだろうと思います。犬山は体力がないので、シンプルに体力のあるところが

支えるのが社会保障なので、そういう形になろうかと思います。統一がいつに

なるのか、仕組みのところでいろいろな課題がありますが、単純に保険税だけ

を見れば、我々としては得することになります。それ以外の産みの苦労はあろ

うかと思いますが、そこは県に対して、いろいろと物を言っていく必要があろ

うかと思います。それも踏まえながら、基金４億１，０００万をどうやって使

っていくのかというのが課題かと思います。端的に言うと、基金をいくら残し

たらいいのかという話です。議会でもご指摘いただいてますが、愛知県内で基

金を持っていないところもあります。基金はマストでないです。基金ゼロ、調

整弁がないところもあります。最終的に何かあれば、一般会計から繰り入れる

ということになろうかと思っています。要は基金として残すべき額の見極めの

検討を進めさせていただいております。ですので、またこの後アナウンスがあ

ろうかと思いますが、次回１１月に向けて、改めて、令和９年度以降の増税を

抑えることができるのではないか、抑えたいという意思を持ってシミュレーシ

ョンを再検討させていただいております。今日の資料はあくまでも令和８年度
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の数字を精査したということでご理解いただいて、９年度以降については、結

果は今はっきりとしたことを申し上げてることはできませんが、ただ観点とし

てはできるだけ被保険者の方の負担を抑える。要は、使えるものはすべて使っ

て、最後に足りない分を保険税でご負担いただこうということをやるために、

内部で精査を進めております。県の動きは、外的要因というんでしょうか、見

通しが難しいところもありますが、昨年以上に、多面的な分析をさせていただ

いて、繰り返しになりますが、この場でご判断いただく答申の中で、被保険者

の負担ができるだけ抑えられることができるように、ということで、事務局と

して全力を挙げて再算定させていただいておりますので、ご承知おきをいただ

きたいというふうに思います。 

 

ありがとうございました。 

それでは説明に対して、ご質問はありませんか。 

 

子ども子育て支援金についてですが、制度の趣旨からして１８歳未満の子ど

もには課税しないという国保もあると聞いたんですけれど、犬山市の場合はど

うですか。 

それから、最近とても単価の高い薬、１億円を超えるような、ゾルゲンスマ

のような薬が出ていますが、犬山市だけのことではないですから、そういった

費用というのは県の方で均された金額が請求されてくるという形ですか。犬山

市でそういった薬がたくさん使われた場合、それが直接反映されるということ

ではなく、県全体で均されて犬山市に請求が来るということでよろしいです

か。 

 

子ども子育て支援金については、おっしゃる通りの理念に全部の医療保険が

なっています。子育てを支援するのに、子どもからとるのはいかがかというこ

とです。社会保険では、子どもは皆扶養に入っているため保険額が上がらない

ので、その点は問題がないです。国保は、赤ちゃんから皆入っていて均等割を

いただいています。１８歳未満の子の均等割については、均等割全体から引い

て、１８歳以上の方でもう一度割り振り直すという複雑なやり方になると今の

ところ推察しています。ですので、先ほど課長が犬山市は３方式だと言いまし

たが、普通の均等割と１８歳以上の人の均等割、平等割、所得割という４つの

方式に変わるのではないかと今のところ推測しています。県もまだよく分から

ないと言っていますが、おそらくそのような組み立てになると思います。１８

歳未満の子には負担は求めないということについては、全ての保険がそのよう

になっています。 

それから薬価の話ですが、実際、以前、この運営協議会でも報告をしたこと

がありますが、先ほどおっしゃったゾルゲンスマを令和３年ぐらいに１件使っ

たことがありました。その月の医療費が１億５，０００万円ぐらい上がってい

て、１人の方が使っていました。影響があるかないかといいますと、先ほどの

資料１の説明で、当時は、医療費の水準を反映させるということでしたから、

次の年の納付金が上がりました。今後は、医療費水準の反映は段階的に下げて

いくので、それがゼロになれば、そういうことがあっても納付金は上がらず、

県内市町村で平準化されます。ただ県全体としては上がりますし、他市町村で

使ったものも負担していかなくてはなりませんので、たまたま犬山市が使った
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場合は得をするというイメージになります。 

 

現状では、直接的に請求に影響してしまうということですか。 

 

いったん請求されますが、保険給付費は県から普通交付金として来ますの

で、犬山市の国保財政に大きな影響を与えるということはないです。 

 

他に質問はありませんか。 

質問がないようでしたら、協議に移りたいと思います。新しいシミュレーシ

ョンということで出していただきましたが、令和８年度については、子ども子

育て支援金の新規課税分だけとして、その他については据え置くというシミュ

レーションでした。また、令和９年度以降のものについては、また、今後出て

くるということですので、この子ども子育て支援金分のアップ、今回のシミュ

レーションでは２％アップということについて、皆さんどのようにお考えでし

ょうか。最初のシミュレーションは６％ということでしたので、子ども子育て

支援分については仕方ないのかなというふうに思います。６％からはだいぶ下

がりました。 

 

先ほど事務局の方から説明ありました通り、子ども子育て支援金分が次年度

は上がるというということですので、そこは致し方ないだろうというふうに考

えております。それ以降に関してはまた次回、説明をいただけるということで

すので、まずこの令和８年度については、この内容でよろしいかと思います。 

 

私も同意です。仕方ないと思います。 

 

先生方もよろしいですか。被保険者代表の方、いかがですか。 

 

子育て支援に関しましては必要なことだと思います。私は高齢者の方と接す

ることが多くて、ここで申し上げても仕方ないかもしれせんが、高齢者の方の

直の声として、「年金は増えない」「物価は上がる」ということで、「（負担

は）上げてほしくない」ということを再三言われます。そういう声がたくさん

ありますので、できるだけ低く設定していただけるといいと思います。 

 

では、子ども子育て分だけを上げてその他は抑えるという新しいシミュレー

ションについて、これでいいというご意見でよろしいでしょうか。 

 

私もそれでいいと思います。確認ですが、この子ども子育て支援金の今後の

推移はどうのようになるのでしょうか。今回は子ども子育て支援金分を上げる

ということですが、次年度以降はどうなるのかということを、参考で結構です

が、教えてほしいです。 

 

今お示ししている子ども子育て支援金の金額は、なかなか国から情報が降り

てこなくて、まだ非常に粗い数字になっております。国は、８年度、９年度、

１０年度、段階的に引き上げていくこととしていますので、この８年度の粗い

試算はまだ抑えられている状況のものです。９年度、１０年度はだんだん金額



 

- 12 - 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

会長 

 

 

委員全員 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が上がっていって、１０年度で最高額になったとしても、１１年度以降、下が

っていくということはおそらくないと思います。国が子育て支援を強く打ち出

している以上はこの部分は財源としてあてにされている部分だと思いますの

で、拡充することはあっても、下がるということはなかなかないと思います。

また新しい情報が届きましたら、皆様方にもお伝えしたいと思っております。 

 

資料３の令和８年度の②子ども・子育て支援金分が２，７００万円になって

いますが、この令和８年度をベースにすると、同じ計算方法で令和９年度は

４，１００万円、令和１０年度は５，５００万円となります。元の金額が分か

りませんが、このくらいの比率で上がるのかなと思います。 

 

では、今日の会議では、子ども子育て分をアップということで決定していき

たいと思います。ご異議ありませんか。 

 

異議なし 

 

ありがとうございます。 

それでは、議題２につきましては、令和８年度は子ども子育て支援金分のみ

新規課税として、その他については据え置くシミュレーションとして進めるこ

ととして、次回１１月に、来年度の納付金仮算定数値が出た段階で、最終的な

結論を出していきたいと思います。 

その他として、何か事務局ございますか。 

 

《事務局 なし》 

 

それでは、これで本日の議題はすべて終了いたしましたので、本日の会議は

これをもって閉会し、事務局にお返しいたします。 

 

（ 閉 会 ） 
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